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要旨 ：正 負の繰返 し曲げせん断応力を受ける鉄筋コ ン ク リー トフ レ
ーム 構造の 梁端部の

耐震設計におい て ， 上端筋を曲げ降伏 させず，下端 筋に引張 と圧縮の降伏を交互 に生 じ

させ る新 しい曲げ抵抗機構の実現の可能性 とその場合の エ ネルギー消費特性を検討する

ため，梁端下端の コ ンク リー トを柱か ら絶縁 し， 下端筋だけが曲げ抵抗 に関係するデ ィ

テール を実験 と解析によ っ て検討 した．その 結果，下端筋の 引張 と圧縮の 降伏 による曲

げ抵抗機構が計画で きる可能性があるこ と，またこ の 機構では主 として下端筋の 塑性変

形 によ っ て エ ネル ギーが消費され るこ と等を示 した．
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1 ．序飜

　鉄筋 コ ン クリ
ー トフ レ

ーム 構造 の耐震設計では，地震時 に は各層の 梁端に 曲げ降伏ヒ ン ジが形

成 されるよ うに し，その ヒンジ領域 における塑性変形 によ っ て地 震エ ネル ギーを消費する全体降

伏型の抵抗機構を計画するこ とが望 ましい とされ，その概念に基づ く耐震設計が普及 しつ つ あ る．

　 しか しなが ら， 1995年の兵庫県南部地震の経験に よる と， 全体降伏型の理念に基づい て設計さ

れ た鉄筋コ ン ク リー トフ レーム構造の 建物が 実地震におい て確か に計画通りの 挙動を した と思 わ

れ る もの の ， ひ び割れや コ ン クリー トの 圧壊が各層の 梁 とス ラブ に多数生 じたため，計画通 りと

はいえ ， 震後の補修費の 見積 りが過大 とな り， 解体新築の
一要因 とな っ た例があるなど，全体降

伏型の耐震設計方法に対 して は問題点もある．［1］また ， 梁降伏型の耐震設計で は ， 梁端の 上端

が引張 となる曲げ応力を受ける場合に ， ス ラブの協力による梁の 曲げ強度上昇 とその評価法 に関

する課題が未解決の 段階 にある問題点もある．

　以上の 2 つ の 問題点に共通する要因は，従来 の 梁降伏型骨組で は ， 地震時の 繰 り返 し荷重下に

おい て梁端の 上端筋が 曲げモーメ ン トによ っ て 引張降伏するよ うに計画 され て い る こ とで ある．

そ こで ， 上 記の 問題点を解決する ため の
一

つ の 方法として ， 本研究で は ， 地震時に梁は下 端筋だ

けが 引張 と圧縮の 降伏を繰り返すこ とによ っ て その 塑性変形で エ ネルギーを消費 し， 梁の 上端筋

には塑性変形を生 じさせない コ ン セ プ トに基づ くデ ィ テール設計の 可能性を検討す る こ ととす る，

本論文で は，図 1 に示す梁端下端 にス リ ッ トを設けて コ ン クリー トを柱か ら絶縁 し， 曲げに よ る

断面圧縮力は全 て鉄筋が負担す る機構 を検討の 対象 とす る．

2．試験体

2．1 試験体の設計方針

　試験体の基本形状を図 1に示す．梁は断面 20x40cmで ， 梁端下端に深さ20cm，幅7．5c皿の ス リッ ト

を設けて梁端の コ ンク リー トを柱か ら絶縁する．また ， 上 端筋は引張降伏 しない よ うに計画す る

ため下 端筋より多く配筋する，梁の せん 断力に対 しては ， 梁下端が圧縮 となる荷重時 には梁端の
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表 1　 材料試験結果

鉄筋 σ 。 （HPa） σ ，（KPa）E8（x105 凱Pa）
D19D13DioD63933553714225915105315661．711

．741
．72L85

コンクリート σ B （輒Pa） ε B （％） E． （xio4 戀Pa）
26．0 O，28 2．04

図 1 梁端下漏ス リ ッ ト付試験体（No． 3）

　（a）No，　1試験体　　　
7・5c國

（b）N《）．乳 No．4試験体　　　
！−e＃m

　　　　　　　　　　図 2 梁端 部詳細図（No，1，
　Ho．2， 厨o．生 No．5）

（c）恥．5試験体

鉄筋 トラ ス で抵抗 させ る こ とと し斜め筋を配置す る。

2．2 試験体の種類

　図 1と図 2示す 5 体の 試験体を実験の 対象と した．No．1は 梁の 上端筋と下端筋が交互 に引張降伏

する従来思想の 梁で ある．No，2か らNo．5の 4 体が本研究で 主対象とす るス リ ッ ト付試験体で ある．

ス リ ッ トは ， 同形の 発泡ス チ ロ ール を予め型枠に取 り付けて コ ン クリー トを打設 して成形 し ， 実

験時には これ を除表 した．No．2，4，5試験体では被 りコ ン クリー トの 剥落と下端筋の 座屈を遅延

させ るために図 2 の ように梁の 外部に ヨ ークを取 り付けた．また，醤o，5では下端筋の座 屈強度の

改善を目的 として下端筋を鋼管で覆い，鋼管 と鉄筋 との 間にはポ リエ ステ ル系接着剤を注入 した．

2．3 使用材料 の性質

　本実験で使用 され た鉄筋 と コ ン ク リートの 材料試験結果 を表 1に示す， コ ンク リー トは粗骨材

寸法 13mmの普通コ ン クリー ト（レ ミ コ ン）を使用 した．

3．加力測定方法

　図 1に示す試験体の 柱に相当する部分を試験床に 固定し，片持ち梁op先端（柱面か ら145cm）で梁

にせん断力を加える 加力方法とした．荷重 （作用せん断力），加力点での梁の変形，梁主 筋位置で

の 梁軸方向の 各区間の 変形 ， 鉄筋の 歪等を測定 した．No．2は一方 向単調載荷 と した．他の試験体

は ， 下端筋の 正 負降伏時変形を基準 としてその整数 倍で変位漸増す る正負繰返 し加力 と した．

4．各試験体の荷i 変形関係と破壊性状

　図 3aか ら図 3dに各試験体の 荷重変形曲線 を示す．従来型の No．1試験体で は正 加力時に上端筋が

引張降伏 し， 負加力時に下端筋が引張降伏 し， R・1／40まで安定 した曲げ降伏型の挙動を示 した．

　梁端下端 にス リ ッ トを設けたNo，2か らNo．5の 各献験体で は， 予想通 り正加力時に下端筋が圧縮

降伏 した（図中の BCY点）．下端筋が圧縮降伏後，剛性は低下 したが変形の増加 に伴 っ て荷重が上昇

し， 約R＝ 1／60で 下端筋の 座屈が観察 されだ した．また ， ほぼ同時に上端筋が引張 降伏 し，荷重が
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図3a 荷重変形曲線（Ne．1．
　No．2）

図3c荷重変形曲線（No．4）

P（田 ）98

　 　BBC
　 　 　49

戯
坩

「

座屈20■

一
〇．025 R（面 ）

0．0250 ．05

一49

B　 欧 Yj

B；鉄 筋破 断 一98

図3b 荷重変形曲線（No．3）

図3d荷重変形曲線（No．5）

一
定に な っ た．下端筋圧縮降伏後の こ の 荷重上昇は実験計画時に予測で きなか っ た点であり， そ

の 原因 に つ い て 次章で分析す るが ， ス リ ッ ト上部の コ ン クリー トの 圧縮抵抗 に起因 して い る．

　下端筋の 被 りコ ン クリー トの 剥落が 拘束 されて い ない No．3試験体で は，　 R・ 1／50の 変形で の 3 回

の 繰 り返 し加力中に下端筋の 座屈に よる変形 （軸 と直交方 向）が約20mmとな り， この 時点で約 20％

の荷重低下が生 じた．下端筋 の被 りコ ン クリ
ー トの 剥落を拘束 したNo．4とNo．5では ，　 R＝1／50の変

形で の繰 り返 しによ る荷重低下は 少な く， R＝ 1／35の 変形で の 繰り返 し加力中に下端筋の 座屈（約10

mm）が進み ， 顕著な荷重低下が生 じた．以上の No．3か らNo．5試験体の 比較に よ り，下端筋の 被 りコ

ン クリー トを拘束 し ， その剥落 を防止する と， 圧縮鉄筋の座屈遅延に効果があるこ とが分る．

　ス リ ッ トを設 けたNo，3， 4， 5の 各試験体 の 負加力時（下端筋引張）の挙動は ， 従来型の No．　1の 負

加力時 の挙 動 とほぼ同様で ある． しか し， 被 りコ ン クリー トが拘束されて い ない No．　3で は，正加

力時に座屈 した下端筋が負加 力時 に引張力を受けて 引 き伸ばされる際に ， R＝ 1〆40（図 4cの B 点）で

鉄筋 の破断が生 じて お り，
こ の機構におい て は下端筋の座屈防止が重要で ある こ とが分かる．

5．梁端の 曲げ抵抗機構

5．1 下端筋圧縮降伏後 の 荷t 上昇に 関す る検討

　梁端部 25cmの 区間において上下主筋位置で 測定 した梁軸

方向の 区間変形 δ T ・ p と δ・ ・ T を基 に して 決定 した見かけの

曲げ中立 軸位置の挙動の
一例 （No．2単調載荷）を図 4 に示す、

　図に観 られる ように，見かけの 中立軸位 置は加力の 初期

か らス リ ッ ト上部の コ ン ク リー ト断面内に位置 し，ス リ ッ

ト上部コ ン ク リー トの
一

部が終始圧縮変形を受けて い る．

この コ ン ク リー トの圧縮力が曲げ強度 に及ぼす影響を上下

n （c璽 ）
24

V 中立軸 雌 の 鞭

篇 灘
　 0　　　　　　　　　　0．025　　　R（rad ）　0．　e

図4 見かけの 中立軸位置（No．2）
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主 筋に貼付 した歪ゲージ の 測定値を用い て分析す

る．こ の 分析で は， 1）ス リ ッ ト上部の コ ン クリー

トには ， 上端筋の 引張力T ． （・a ・ σ ・）か ら下端筋 の

圧縮力 C。（・ a。σ e ）を差 し引 いた 分だけの 圧縮力が

作用 して い る ，
2）その 圧縮応力度 は中立軸以下の

コ ンク リー ト断面内に三 角形分布で 作用する ， と

仮定 した．この 仮定に基づ いて分析 された梁端の

モ
ー

メ ン トM と回転角 θの 関係を図 5 に示す．図

中の 実線Aは No，2試験体の実測値で あり， 実線B及

び Cは 圧 縮鉄筋 の 応力歪関係の仮定 におい て歪硬

化後の 応力度上昇 を無視 した場合 と考慮した場 合

の 分析値で ある．また，実線 Dは ス リ ッ ト上部 コ

ン クリー トが圧 縮力を分担 しない と仮定 した場合

の もので ある．以上 の分析か ら， ス リ ッ ト付き試

験体の 正 加力時における圧縮鉄筋降伏後の 顕著な

荷重上昇の 原因は，ス リ ッ ト上部 コ ンク リー トが

負担 して い る圧縮力の影響によ る もの で あるこ と

が分 る．なお，以上の挙動は繰返 し加力を行 っ た

他の 試験体 につ い て も基本的に は同 じで ある．

5．2 ス リッ トの深 さ の 調節に よ る曲げ強度 の調整

M （kh■）
　 14798 ム：実験（Ha．2）　　 c：歪 硬化考慮

　 　 o
　 　 　 　 　 　 　 　 　 O．Ol25　　　　　　　　　 0．025

図 5 抵抗モ ーメン トM と回転角 θの 関係

　 　 　 　 　 　 B：歪硬化 無視

　　　し　 　 　 　 D：コン姆一卜圧縮力無 視

圧纖鉄莇降伏　　　　　　　　 θ

P佃 ）

5 10 15

　梁端の ス リッ トを試験体の 場合よ り更に深 くし，ス リ

ッ ト上 部 コ ン ク リー トの 曲げ応 力分担を減少させ る こ と

によ り， 圧縮鉄筋降伏後の 荷重上昇を緩和することがで

きる可 能性が ある．そこ で，本章で は FEM非線形解析 によ

りス リ ッ トの 深 さを変化 させ た モ デル を と りあげて数値

解析を行 っ た ．解析で は図 1 と同形の モデル を使用 し，

ス リ ッ トの 深 さだけを変化 させ た．解析に は汎用平面応

力解析 プ ロ グラム （MARC−K5，2）を使用 した，解析で は鉄

筋 とコ ン ク リー トの 1 軸応力歪関係は材料試験結果 を参

考 に して非線形モ デル とし， 鉄筋で は歪硬化域での応力

度上昇 を考慮 した．鉄筋 とコ ン クリー トの 付着には バ イ

リニ アの応力滑 り関係を有する ボン ドリン クを採用 した．

有限要素解析 によ る荷重変形関係を図 6に示 す．

　図の実線Aは No．2試験体 （ス リ ッ ト深 さ0．5D）の 実験結

図 6F 匝解析による荷重変形関係
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図 7 基準化ル
ープ面積 と塑性率 μ

果 を示 し，実線Bは 同試験体 の解析結果である．実線C，D，　Eは それぞれス リ ッ トの 深 さを0．6D，

0．7D，0．8Dとした場 合の 解析値で ある．図か らス リッ トの 深 さの 調節に よ り下端筋圧縮 降伏後の

荷重上昇が管理で き ， ス リ ッ トの 深 さを0．7Dとする と圧縮筋降伏後の 荷重上昇が緩和された望 ま

しい性状の 曲げ抵抗機構が 得られ るこ とが分か る． しか し， こ の 点に関 して は ， 有限要素解析で

は圧縮鉄筋の座屈に よる応力度低下の 影響が考慮されてい ないの で t 実験に よる検討が必要であ

る．また ， 曲げ強度上昇を抑えるた めの 所要ス リッ ト深 さにっ い ては上下の 主筋量が 関係す るの
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で その 検討 も必要 となる． 98 荷重P《剛 ）

＼
ε （：）一

o 0．5 o15 一

一49
下端筋引張降伏

（a ）H〔L1 試験体

荷重P（xx）

6．エ ネル ギー消費性状
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 下
6．1 ル

ープ面 積
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ε （髯）

　繰 り返 し加力時の荷 　　　　　　　　　　　　 ．1．0　　　　 0　
一

市
’
　1．0　 1．5

重変形 曲線の 面積 を正

負各サ イクル に つ いて　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
4

求めた結果を図 7 に示

す．図の縦軸は荷重変　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（b）No．　5試験体

形曲線を各サ イクル の　　　　　　　　　　　 図8 梁下端筋の歪挙動

最大荷重点の 荷重 と変

形で基準化 したル
ープ面積で あ り，横軸は鉄　　　　　正加力時　　　　　 負加力時

黙 1琴轢 驗 1捕 謙 齟冒躯
プ面積 は従来型の 梁 とほ ぼ同等で ある．　　　　　 R＝o・　oos　o・ol　 o・°2　　　 R・o．　oo5 。．　ql　o．02

6．2 下端筋の歪耡 　 　 　 　 　 1
正加力時

（a ）層“ 1
韆体

負加力時

蒲鑼騾 1慧灘或蒲
覊

無：：：罐
正加力時 には圧縮降伏しない ため ， 正 負繰返 し　　

R＝O・005 °・Ol °・°2　　　 R・0・OO5．O・Ol °・02

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（b）No．5試験体
加力による歪挙動の ル ープ面積はあまり大きく
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図 9 梁部材の 変形成分
はない．

　
一方 ， ス リ ッ トを有す る試験体では ， 下端筋

が正負繰返 し加力中に圧縮と引張の降伏を交互に繰返

すため ， 図 に観 られ るようにル
ープ面積が極めて大 き

な歪挙動 とな っ て い る．

6．3 梁の 変形成分に 関す る分析

　上 下 主 筋レベ ル位 置で測 定 した梁軸方 向各区間の 軸

方向変形 δ T ・ ・ ，δ・・ T を用い て各区間の 曲率を算出し ，

その 曲率 による加力点の 曲げ変形 δ B を求める． 加力

点位置で直接測定 した梁 の 曲げせん断変形 δか ら前記

の δB を差 し引いた値 を梁 のせん断変形 δ s とす る．ス

リ ッ トを含む梁端 25c皿 の 区間の 曲率に よ る加力点位置

の 曲げ変形 を求め，その 値を δ BE とする．従来型試験

体 No．1とス リ ッ トを有す る試験体No．5に つ い て ， 以上

の 各変形成分を比較 して 図 9 に示す．
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0
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正加力時
O
丶
店

gO

O
　 R＝O．01　0．02

Φ

丶

8
囗

O

る

　 負加力時

1：i齟
　 R菖0．Ol　O．02

　　　 （a ）No．1試験体

：：1弸
　 R二〇．010．02　　　　　　　R；O響010，02

　　　 （b）No●5言弍」麟ヒ体

　 図 10 回転角成分 の 分析

　図か ら従来型粱の No．1に比 べ て梁端に ス リ ッ トを設け た No，　5試験体で は ，下 端筋が圧縮 となる

正加力時におい て ス リ ッ トを含む梁端部の 曲げ変形 δ BE の 占める割合が大 きくな っ てお り， 梁端

部 にお いて 顕著なエ ネルギー消費がなされてい るこ とが 分かる．
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6．4 梁端 の 挑角 に 関す る分析

　粱端 25cmの 区間における上下 主筋位置で の 軸方向変形 δ T ・ p
， δ巳・ T と上下主 筋間距離 gを用 いて

δ T ・ p と δ B ・ T の それぞ れ によ っ て生 じる梁端の撓角 θT ・ p （・ δT ・・ノg），θ B ・ T （＝ 一δB ・ T ／g）を求め ，

それ らが梁端の実撓角θ（・δT ・ p
一δ・ ・ T ／g）に対 して 占める割合を求め た結果 を図 10に示す．

　図か ら， ス リ ッ ト有無の 差は正加力時に顕著に表れ，ス リ ッ トを設けたNo．5で は ， 従来型梁の

No．1に比 べ て下端筋の軸方向圧縮変形 に起因す る撓 角 θ B ・ T が かな り大きくな っ てい ることが分

か る．

　以 上 の 本章で の 検討 によ り，梁端 に ス リ ッ トを設 けた梁で は ， 正加力時 にお い て梁部材と して

の トータル の 履歴消費エ ネル ギーは従来型の 梁とほぼ同等で あるが ， その 消費エ ネル ギーの多く

は梁端下端筋の 軸方 向圧縮変形に よ っ て 占め られてい る こ とが 分か っ た．

7．せ ん断力伝達機構

　梁端に ス リ ッ トを設けた試験体で は，梁部材

に作用す るせん断力Q を図 1に示 した梁端の鉄

筋 トラ ス機構に よ っ て柱 に伝達するこ とを考え

て 斜め筋 を配筋 した ．斜め 筋に貼付 した歪 ゲー

ジの 測定値を基 に斜め筋が負担するせ ん断力QD
の 割合に っ い て検討す る．実験中，斜め筋は引

張降伏する こ となく， 弾性範囲内での歪挙動を

示 して い た ．

　図 11に各試験体の 正加 力時におけ る斜め 筋の

せん断力負担割合（＝ GD／Q）と部材変形 Rとの 関係

恥ノq

O．80

．60

．40

．2

　 　 　 　 0，01　　　　　0．02　　　　0．03　　R（r＆己）

図11梁端 トラ ス 筋のせ ん断力伝達割合

を示す．斜 め筋の歪測定値 に基づ く鉄筋 トラス機構の せ ん断力負担割合は ， 部材角 R の 増加 に伴
っ て増 加 してお り， 変形が大 きくなる とせ ん断力の 大部分が斜め 筋によ っ て伝達されて い る．斜
あ筋によ っ て 伝達され るせ ん断力以外の せ ん断力伝達 として は ， ス リ ッ ト上部の コ ンク リー トの

骨材かみ 合 い 作用 と主筋の ダボ作用等が考えられ る，

8．結び ・

　本論文で の検討の 結果 ，

　1）梁端下端 にス リ ッ トを設けた試験体で 観察 された下端筋圧縮降伏後の 曲げ強度上昇 は，ス リ

ッ ト上 部の コyクリ
ー

トの 曲げ圧縮力の 負担による もの で ある．こ の 曲げ強度上昇はス リ ッ トの

深 さの 調節 によ っ て管理で きる可能性がある．

　2）梁端にス リ ッ トを設けた試験体で は梁部材としての 履歴 エ ネルギーの 多 くがス リ ッ トを含む

梁端区間の 下端筋の塑性変形 によ っ て消費されてい る．

　3）梁端に ス リ ッ トを設けた梁のせん断力伝達は斜め筋の配筋によ っ て可 能となる，等 を示 した．

　しか し， ス リ ッ トを設けた梁の 曲げ抵抗機構に 関し tTC は ， 安定 した挙動 を確保す るための 下端
筋の 座 屈遅延策 ， 柱梁接合部内で の下端筋の 定着付着機構の解 明等，今後の課題が残 されて い る．
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